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III帝国諸地域 を中心 とした海外 事業活 動の展開
1・ オース トラ リアにおけ る子会社の製造事業
2.南 アフ リカにおけ るデ ・ピアス社 との合 弁事業
3.カ ナダにおけ るデ ュ ・ポ ソ社 との合弁事業
4。 南 アメ リカにおけ るデ ュ ・ポ ソ社 との合弁事 業
IV1930年代 におけ る多国籍 事業展開の意 義
1問 題 の 設 定
資本主 義経済 の世界史的発展段階 は,両 大戦間期 にあ って新たな局面を迎 えた。 古典 的帝国
主義 段階においてす ら自由貿易体制 を堅持 して きた イギ リス資 本主 義 も,1915年の 「マ ッケナ
関税」(TheMcKennaDuties)の採 用 に よって保護主義へ の道 を歩みだ し,遂 には未 曽有 の
世界大恐慌 を経 た1932年,『オ タワ協定」(TheOttawaAgreement)の締結,さ らには それ
と重な り合 うスター リング ・ブロ ック(TheSterlingBloc)の形成 に よって,帝 国主義列強
の プ ロヅク化を も助長す る,イ ギ リス帝国 ブ ロックを形成す るまでに至 った。 そ して,か か る
体制 の危機 的状 況 と政 策基調の転換は,イ ギ リス企業 の海外離業活動 につ いて も様 々な変化 を
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招来 せずにはおかなか った。
こ うした世界大恐慌期 におけ るイ ギ リス企業 の海外事業 活動に関 して,イ ギ リス多 国籍企業
史研究者 ジ ゴ ーンズ(G.Jones)は,両大戦 間期,極 めて積極的 に展開 され た国際 カルテルに
イギ リス企業が参加す るこ とに ζって,1930年代 のその多国籍的活動一 対外直接投 資 一が
くエコ
1920年代 と比較 して縮小 した(Jones〔1984〕,P.149)としている。す なわ ち,国 際 カルテル
の締結 に よって,海 外 におけ るイ ギ リス本 国か らの輸 出市場 が保護 ・防衛 され ていた ことに よ
って,対 外直接投資一 現地 生産 の必 要性が低下 した とい うことであ る。
しか しなが ら,筆 者 はイギ リス化学産業につ いて,国 際 カル テル,さ らにはブ ロ ック化 に よ
って海外市場一 イギ リス帝国市場一 が保護 ・防衛 され な が ら も,結 果 的には1930年代を
通 立て化 学製品輸 出が低迷 しつづけた とい う認識を得 ている(ll-2及び註9参 照)。 すなわち
個 別 の産 業ない し企業 につ いてみれ}部 世界大恐慌 とそれ に続 く長期 にわ た る不況期 にあ って,
実 際に国際 カルテルが輸 出に対 して有効に機 能 した とも,あ るいは輸 出に依存 しうるほ どに海
外市場 が安定化 した とも理解 しがた い側面 もみ られ る。
木研究は,こ うした イギ リス企 業 の海外事業をめ ぐって,多 様 な見解 がみ られ ることを背景
に,帝 国主義段階 におけ る基軸産 業た る海外事業 の一翼を担 うとともに,両 大戦間期 のイギ リ
スにおい ては新産業 と して 台頭 著 しか った化学産業に あ って,1920年代央に誕生 した 巨大総
合化学企業イ ンペ リアル ・ケ ミカル ・インダス トリーズ社(lmperialChemicalIndustries,
Ltd・:ICI社)の海外 におけ る事 業活動,と りわ け1930年代 を通 じてイギ リス帝国諸地域を中
心 に展開 したその現地生産体制 に焦点 を当てつつ,イ ギ リス企業 の多 国籍 的な事業展開 の意義
を考究す る ものである。
Hイ ン ペ リア ル ・ケ ミ カ ル ・イ ン ダ ス トリ ー ズ 社 の 成 立
1.イ ン ペ リア ル ・ケ ミ カ ル ・イ ン ダ ス ト リー ズ 社 の 成 立
1926年12月,ノ ー ベ ル ・イ ソ ダ ス ト リー ズ 社(NobelIndustries,Ltd.,爆薬 ・金 属 等),
ブ ラ ナ ・一一・モ ン ド社(Brunner,Mond&Co,,:Ltd.,無 機 重 化 学),ユ ナ イ テ ッ ド ・ア ル カ リ社
(TheUnitedAlkaliCo・,Ltd・,無機 重 化 学),ブ リ テ ィ ッ シ ュ ・ダ イ ス タ ッ フ ズ 社(The
B・iti・hDy・・t・ff・C・・p.,Lt己,染料),4社 の 「両 撤 削 り1の難 業 に 測 る鰍 の合 粥




第 一 次 世 界 大 戦 を契 機 に,世 界 化 学 産 業 に おい て揺 る ぎな き地位 を 確 立 してい た ア メ リカで
は,爆 薬 企 業 で あ ったE」.デ.z・ ボ ン ・ ド ・ヌ ムー ル社(E.1,duPontdeNemours&
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Co.,Inc.)が,爆薬 以外 の 分 野 へ の新 規 参 入 を 図 るな ど多角 化 を 進 め る一 方 ,1920年に は ア ン
モ ニ ア'ソ ー ダ企 業5社 の 合 併 に よ って,ア ライ ド ・ ケ ミカル ・ア ン ド ・ダ イ 祉(Allied
Chemical&DyeCorp・,Inc.)も成 立 し,無 機 重 化 学 製 品 等 の 製 造 を 中心 に 急 成 長 を 遂 げ つ つ
あ った(Haber〔1971〕,PP・310-316・邦 訳,471-478頁)。また,ド イ ンで も,第 一 次 世 界 大 戦
後 の 有機 化 学 並 び に染 料 事 業 の 業 績 不 振 に加 え,さ らに は 高 率 の協 定賃 金 率 の維 持 とい う ヴ ァ
イ マ ル体 制 の 内的 制 約 と巨額 の賠 償 負 担 とい うヴ ェル サ イ ユ体 制 下 の 外 的 制 約 とい う二 重 の 制
約 が 頭 を 擁 げ は じめ,総 資 本 と総 労 働 力 との協 調 に よ.る国 家 的 運 動 と して の 産 業 合 理 化 が急 務
とな った 結 果(工 藤 〔1978〕①,49-50頁),主力 染 料 企 業6社 が 結 集 し,1925年に 利 益 共 同 体
染 料 工 業 株 式会 社(lnteressengemeinschaftFarbenindustrieAG:IGファル ペ ン社)が 成
立 し(Haber〔1971〕,PP;284-286.邦訳,436-439頁),国 際 市 場 に お け る主 導 的地 位 を 死 守
せ ん と して いた 。
　
ところが,新 産業 と して頭 角を現 しつつ あ った イ ギ リス化学産 業に つ い て は,'旧4社 と も
1920年前後か ら収益 率が低 下傾 向を示 し(Reader〔1970〕,ApP.聾,Table(a)一C2参照),
と りわ け国策企業た るブ リテ ィ ッシ ュ・ダイ スタ ッフズ社 は対 ドイ ツ競 争 力の脆 弱性,繊 維産
業 の衰 退・ 染料 の設備過剰 に伴 い危 機的状況 に陥 るな ど(鬼 塚 〔1968-1969〕③,69頁;米 川
〔1970〕,35-39頁),'主要諸 国に おけ る大規模 な資本 の集中を前 に,国 内外におけ るその地 位は
　の
大 き く揺 らぎは じめ ていた。
そ の結果,各 社の 「二重 あるいは部分 的に重複 した資 本へ の不 必要な支 出を抑制 し,既 存事
業 の発展や新たな化学産 業 の創 出に対 して,商 業的,技 術的 に大 いな る効果が もた らされ……
イギ リス化 学産業 を して,同 等 の条件下 で,他 国の類似 す る大規模 グル ープへ の対処 を可能な
らしめ る」(モ ン ド 〔A・Mond〕ICI社会 長,TheStatist,Oct.30,1926,P。644)ために は,
かか る4社 の合併一一一ICI社の成 立が必 然の こと とな った のであ る。そ して,な か んず く前年
に成 立 したIGフ ァル ペ ン社一 特 にそ の海外へ の展開 に対 して強 い 脅威 を 抱 い て い た
ICI社は,「態様 において帝国的であ り,ま た名称 におい て も帝 国的で ある」(モ ソ ド会長,マ
ッガ ワン 〔H・McGowan〕ICI社社長,Reader〔1975〕,P.8)として,帝 国外 に有す る市場を
放 棄す る こ と も考慮:し,イギ リスの支配領域 に お け る海外事業活動 の発展を戦略 目的(stra-
tegicaim)に・ また4社 が所有 していた海外 製造 ・販 売 子会社,さ らに はIGフ ァルベ ソ社を
含む海 外巨大化学企業 との提携 や 国際 カルテルを 基礎 と して,競 合 を回避 して協 調(agree-
m・nt)梱 ること繊 糊 的(taCtiCal。im)に捌 ・,そ の〉'cxl外活蘇 展 開す るこ ととな った
Reader〔1975〕,pp.8-9)G
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2.国 際 カ ルテ ル の展 開 とそ の成 果
そ の結 果,ICI社 は,ま ず 旧 ブ ラナ ー ・モ ン ド社 か ら 「国際 アル カ リ ・カル テル」(The
WorldAlkaliCartel)を,旧ノ ーベ ル ・イ ソーダ ス ト リF一・ズ社 か ら 「国 際 爆 薬 カル テル」(The
ExplosivesCartel)を継 承 しつ つ,ICI社 成 立直 後 の1929年には,デ ュ ・ボ ン社 との 問 に 両
社 の協 力 関係 を 広 範 な製 品 分 野 に まで 拡 充す る と と もに 後 の 合 弁 事 業 の基 礎 と もな る 「1929年
特 許 ・禦 法 協定 」(ThePatentsandProcessesAgreementof1929)を新 た に締 結 し,そ の
連;繋を 一 層 強 化 す る。 さ らに,1930年代 に入 っ て以 降 も,1931年に は窒 素 製 品 の世 界 的 過 剰 に
附 処 す べ く 「国 際 窒 素 協牢」(TbeCoq》entionInternationaledel'lndustrie1'Azote:CIA)・
に代 表 さ 泌 「国 際窒 素 カ ル テ ル」(Th・1噸nati…INit・ ・9・nC・・t・1)及岬 策 蝶 た
る 人 造 石 油製 造 に 関 連 す る 「国際 水 素 添 加特 許 協 定 」(TheInternationalH:ydrogβnation
PatentsAgreement)を・ また1932年 に は 主 力 製 品 た る染 料 に 関 連 す る 「国 際 染 料 カ ル テ ル」
・(TheInterpa㌻iopalPyeミtuffsCarteJ).を締 結 す る な ど,一 連 の 国 際 カル テ ル に よっ てそ の イ
表1.互CI社 所有の主要海外化学 企業(1935年)
会...社 ・ 名 発行資本 保有高 保有率
(£)(£)(%)一




















出 所:TheEconomist,∫an.19,1935,p.133;Reader,(1975),p.277よ り 作 成 。
註:*$,**ArgentinePaperPesos,***1937年 設 立 。
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ギリス帝国諸地域を中心とした海外市場の保護 ・防衛を企図した。
(8)
こ うして,ICI社は海外各地 に有す る販売子会社(表2,3参 照)を 通 じて積極 的に海外市場
に向けて化 学製品輸 出を展 開す る。 しか し世界大恐慌の煽 りを受 けた1930年代 には,「ナ タ ワ
協定」 の支 え もあ り,帝 国内市場 については シェアを高めた ものの,輸 出市場に おける競 争の
激化 と大不 況に伴 う化学 製品需 要の減 退には抗 しきれず,帝 国外市 場か らは大幅に後退 し,ICI
祉を 中心 とす るイギ リス化学製品輸出は,染 料を除 く大 部分の製品につい て低調に留 まる こと
とな った。 その結 果,現 地製造販売 を含 む海 外での売二Lは若干増大 したに すぎず,国 内 との比
較 で もシェアを低下 させ るな ど(表4参 照),国 際 カルテルや ブロ ック化 をして もそ の海外事
(9)
業活動 の停滞 を阻 止す る ことがで きなか った。
しか し,こ うした低迷す る本 国か らの製品輸 出の一方 で,ICI社は 旧来 の事業を継承 ・再編
し,イギ リス帝 国につ いて,ナ ース トラ リアに製造子会社 イ ンペ リアル ・ケ ミカル ・イ ンダス ト
表2・ 夏CI社の海外取 引における使用資本(1937年)
(単位:£100万)
会.社 帝国内市場 帝国外市場 全世界市場
本 国 内 グル ー プ10.87.718.5
海 外 販 売 子 会社1.21.93.1
1CIANZ社2.4_2 .4
AE&1社1.5..一1.5
カナ デ ィア ン ・イ ン ダス トリー ズ社3.3-3.3
南 ア メ リカ合弁 会 裡 一1.21.2
合 言ナ19.210,830.0
出所:Reader,(1975),p.200,
表3.ICI社 の 使 用 資 本 利 益 率
(単位:%)
会 社 帝国内取引 帝国外取引
1935/61CI社全 体9.661.32
1936/71CI社全体10。343.12
本 国 内 グール プ*7.422.43
海 外 販 売 子会 社4.353.77
1CIANZ社7。20-
AE&1社34.16一
カ ナデ ィア ン ・イ ン ダスbリ ー ズ社13.48一
南 ア メ リカ合弁 会社**一6.29
ブ ラ ジル合 弁 会社***一9.66
出所:Reader(1975),pp.229-230.
註:*本 国か らの輸 出 品生 産 に対 す る使 用資 本 は無 視,
**デ ュ ・ボ ン社 との合 弁,***レ ミン トン社 との 合 弁。
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アの利 害 関 係 者 と手 を結 び,現 地 生 産 体制 を強 化 す る こ とが最 善 の方 策 とな ってい た 。 そ の結
果,1928年 まで には,ニ ュ ー ・サ ウス ・.ウェ ール ズ州,サ ウス ・オ ーろ トラ リア州,ク イ ー ン
ズ ラ ソ ド州 で肥 料 企 業 を 買 収 し,前:二州 で は 現 地 の大 規 模 ペ イ ン ト企 業 と と もに ニ トロセ ル ロ
ース ・ラ ッカー 工場 を 設 立 して い る。 さ らに,ヴ ィ ク ト リア州 に もデ ュ ・ボ ン社 と と もに 人 造
皮 革 企 業 を設 立 し,デ ィア ・パ ー クで も既 に操 業 を 行 って い た 同 社 との 合 弁 企 業 レザ ー クラ フ
ト社(LeathercraftPty・,:Ltd.)が,人造 皮 革 及 び セル ロース 完成 品 製 造 工 場 の建 設 に入 り,
デ ュ ・ボ ン社 か ら現 地 の副 生 ア ンモ ニ ア企 業 の支 配権 を取 得 す るな ど して い る。 そ して,1929
年 に は 改 め て ノー ベ ル(オ ース トラ レー シア)社 及 び ブ ラナ ー ・モ ン ド(オ ース トラ レー シ ア)
く　ゆ
社 を傘下 に収 めたICIANZ社が設立 され(Reader〔1975〕,p.208),多角的 な現地 生産を本格
化 させ るこ ととな った。
但 し・ こ うしたICIANZ社の設立を巡 って,同 社 の設立者 のひ と り トヅ ドハ ソター(B.E.
Todhunter)執行取締役は,無 機化学 工業分野,す なわ ち窒素肥料や その関連製 品を含む合成
アンモニア,さ らには苛性 ソーダ,塩 酸,塩 化 水素酸な どの重化学 製品の現地生産 に最 大の期
待 を懸 けていた。そ して,当 初 の段階では,か か る現地 生産を実現すべ く,大 規模に現地資 本
ゆ
を導 入 して,ICIANZ社の設立を 図ろ うとす らしていた。 しか し,窒 素事業 の先 行 き不透 明感
か ら所期 の資本参加 ゐミ得 られず,結 局,同 社の発行資本額はICI社 が91%を 保有す るかた
　　う
ち で,当 初 の 目論 み の半 分 以 下 に過 ぎな い225万 ポ ン ドに留 ま り,さ らに は 折 か ら の農 業 恐 慌
に 伴 う窒 素 の 過 剰 で,合 成 ア ンモ ニア事 業 も一一時 的 に棚 上 げ され てい た(Reader〔1975〕,pp.
208-210)。
　
ところが,世 界大恐慌 を経過 した1930年代央 には,既 存の事業 として,肥 料事業 が依 然若
干 の伸 びに留 ま りなが ら も,好 調 の金鉱業 に対応 して爆薬事業 の拡張 が図 られ,染 料や殺虫剤
も大 き く売上 を伸 ばす …方(ICI社株主総会報告,TheStatist,May2,1936,p.747),1934
年か ら35年にか け て は,デ ィア ・パ ー クに ショッ ト・ガ ン用薬爽 や銃 羅製造工場 の建 設が進
め られてい る(ICI社株 主総会報 告,TheStatist,May4,1935,P.754)。また,旧 ブ ラナ 一一
・モ ソ ド社以来,長 年 にわ た りイ ギ リスか らの輸入に負 っていた アル カ リ製品(特 に ソーダ
灰)に ついて も,い ずれ 他企業 の参入が予想 され てお り,オ ース トラ リア市場を確保す る上 で
　
は,ス ケ ール ・メ リッ トの 点 で 依 然 コス ト高 では あ って も,現 地 生 産 に入 る こ と が最 善 で あ る
と して,1936年には ・ア デ レー ド(Adelaide)で工 場 用地 及 び塩 田 を 買収 して,工 場 建 設 に着
手 し,そ の後1940年 まで に操業 を 開 始 してい る(鬼 塚 〔1968-1969〕⑧,77-78頁;ICI社株 主
総 会 報 告,TheStatist,May2,1936,P.747)。さ ら に,同 じ1936年に は,本 来 参 入す る意 思
の な か った 航 空機 産 業 に つ い て も,「〔ICI社が〕 オ ース トラ リア の 防衛 に貢 献 して い る姿 を 連
邦 政 府 に示 す 」(マ ヅガ ワ ン会 長,Reader,〔1975〕,P.212)意味 で,連 邦 政 府 の要 請 に 応 え て,
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ブ ロー ク ン ・ヒル社1(BrokenHillPty.),ブロ ー クン ・ヒル ・ア ソ シエ ーテ ィ ッ ド ・ス メ ル タ
ー ズ 社(BrokenHillAssociatedSmelters)
,ジ ェネ ラル ・モ ー タ ー ス 寓ホ ール デ ソ ズ 社
(GeneralMotors-Holdens)とと もに,資 本 金60万 ポ ン ドを も っ て メル ボ ル ンに コモ ン ウ ェル
ス ・エ ア ー クラ フ ト社(TheCommonwealthAircraftCorp.Pty.,Ltd.)を設 立 し,翌 年 に
は政 丙 か らの発 注 を 受 け る まで に 至 った(ICI社 株 主 総 会 報 告,TheStatist,May1,1937,P.
705)。加 え て,同 時 期 に は,懸 案 で あ った ア ンモ ニア事 業 に つ い て も,ICI社 本 社 の 反 対 を 押
し切 り,年 産 能 力約3,000小 トン(2,700トン)と 小規 模 な が ら,硝 酸,硝 酸 ア ンモ ニ ウ ムを
含 む 合 成 ア ンモ ニア製 造 工 場 の建 設 に も着 手 し,1939年 には 完 成 させ て い る。 そ し て,1938
年 に は こ う した ア ル カ リ工場,合 成 ア ンモ ニ ア工場 建 設 の資 金 調 達 のた め に,現 地 資 本 市 場 で
100万ポ ン ドの5%優 先株(1株 額面1ポ ン ド)を 公募す る に まで至 った(Reader〔1975〕,
pp.210-212)o
以上の ように,オ ース トラ リア法人は,ICI社の成立時,.爆薬 な どを除 き多 くの製品を イギ
リスか らの輸入 に依拠 していたに もかかわ らず,第 二次世界大戦勃 発時 には,株 式の公 募を含
め積極的 に現地資本を導入 して,多 数 の利 害を有す る企業 と連 繋 し,爆 薬,安 全 ヒューズ,兵
器・肥料,重 化学製 品,レ ザ 』 クロス,ペ イ ン ト,ア ルカ リ製品,ア ンモニア製 品 と広範 な製
品分野にわた って,現 地生産体制を展開 している。
.2.南 ア フ リカに お け る デ ・ピア ス社 との 合 弁事 業
南 ア フ リカ で は,1924年,ノ ーベ ル ・イ ンダ ス ト リー ズ社 と鉱 業 部 門 を 中心 に 事 業 活動 を展
開 して いた デ ・ピア ス ・コ ン ソ リデ ーテ ィ ッ ド ・マ イ ンズ社(DeBeersConsolidatedMines,
Ltd・)が,折半 出資 に よ る資 本 金220万 ポ ン ドを 擁 し,既 存 の 爆 薬 企 業 を 傘 下 に収 め るAE&
1社 を 設 立 した。 以 降,AE&1社 は,既 にICI社 が 成 立 す る1926年まで の間 に 積 極 的 な 事
業 を 展 開す る。
AE&1社 は,爆 薬 の売 上 を堅 実 に 伸 ば す と と もに,そ の多 くを 輸 出 に 依拠 して い た肥 料 の
生 産 増 大 と ロー デ シアへ の展 開 を も睨 ん で,ロ ーデ シ アの肥 料 企 業 な どを 買収 し,さ らに は ペ
イ ン ト事業 へ の 参 入 を 企 図 し て,イ ギ リス企 業 と の 協 力 に よ って,ナ ター ル共 和 国 ダ ー・ミン
(Durban)近郊 の ウ ム ボギ ン トゥウ ィ;・'(Umbogintwini)にペ イ ン ト工 場 を 建 設 して い る
(Cartwright〔1964〕,p.178,pp.181-182)。また,既 に 進 展 して い た 洗 羊 液,各 種 ス プ レー,
殺虫 剤 事 業 に つ い て も,同 分 野 の世界 的 企 業 クーパ ー ・マ ク ドゥ」 ガ ル ・ア ン ド ・ロバ ー トソ
ン社(Cooper・MacDougall&Robertson:CM&R社)を支 配 し,:一一・定 の ロイ ヤル テ ィー
を受 領 しつ つ,同 社 を 通 じて世 界 的 に知 名 度 の 高 い そ の社 名 の下 で,肥 料 を 含 む 製 品 の販 売 を
行 うな ど,極 め て積 極 的 な 多角 的 製 造 ・販 売事 業 を 進 め,ICI社 の 成 立 前 には 資 本 金 が 増 加 さ
一1930年 代 に おけ る イ ンペ リアル ・ケ ミカ ル ・イ ンダ ス トs)一ズ祉 の多 国 籍 事業 展 開 一一205
れ る な ど した(Cartwright〔1964〕,p.182,184;Reader〔1975〕,p.205)。
こ う して 順 調 な ス ター トを 切 ったAE&1社 は,1926年 にICI社 の傘 下 に入 り,1920年
代 後 半 に お い て も南 ア フ リカで の 金 の増 産(星 ・林 〔1978〕,135頁,また 後 註18参 照)や ロ
ー デ シア で の銅 鉱 業 の発 展 な どに よ って
,AE&1社 製 品(爆 薬 な ど)へ の需 要 が増 大 しつ づ け
て い た(ICI社 株 主 総 会 報 告,TheStatist,Apr.20,1929,P.720)。そ の た め爆 薬 製 造 に 投 入
ゆ
す る硝 酸を 得 る た め の合 成 ア ンモ ニ ア の必 要性 が 高 ま り,1930年,合 計58万 ポ ン ドを支 出 し,
ICI社の 技 術 の下 で,ヨ ハ ネ ズ ブル グ(Johannesburg)近交llのモ ッデ ル フ ォ ソテ ィ ン(Mod-
derfontein)にア ンモ ニ ア合 成 工 場(建 設 費30万 ポ ン ド)及 び 炭 化 工 場(同18万 ポ ン ド),
ケ ー プ植 民 地 サ マ セ ッ ト ・ウ ェス ト(SomersetWest)に炭 化 工 場(同10万 ポ ン ド)を 建 設 す
る決 定 が な され,1932年に は完 全 操 業 を 開始 す るに 至 った(Cartwright〔1964〕,pp.189-190,
p.192;Reader〔1975〕,p.205)。
ゆ
しか し,こ の間世界大 恐慌は南 アフ リカに も波及 し,鉱 業,工 業,農 業な どの部門に激 しい
打撃 を与 え,1932年までには外貨 の流 出 も進み,遂 に1932年12月,南ア フ リカ も金本位制を
離脱す ることとな った(DeKiewiet〔1941〕,P,174;星・林 〔1978〕,135-136頁)。ところが,
こ うした動 向は国内外 における金需要 の増大や金価格 の高騰 を惹起 し,南 アフ リカでは鉱山会
社が乱立す 硫 ど金蝶 は これ までに も胤 て翻 媒 しは じめ ぜ(D。Ki。wi。t〔・94・〕,PP.
174-175;Cartwright〔1964〕,PP.194-195)。さ らに,1930年代 央 には ダイ ヤ モ ン ド鉱 業 も再
興 し(ICI社 株 主 総 会 報 告,TlaeStatist,May2,1936,P.747),折しも滑 り出 しを迎 え た 新
規 の合 成 ア ンモ ニア事 業 に 「革命 的 」(revolutionary,ICI社株 主 総 会 報 告,TheStatist,Apr.
21・1934・P・637)ともい え る最 良 め条 件 を 与 え る こ と とな った 。 この 結 果,巨 大 な需 要 に支 持
され た 爆 薬 生産 は,サ マセ ッ ト ・ウ ェス ト及び モ ッデ ル フ ォ ンテ ィ ソ工 場 を 合 わ せ,1930年当
時 ・ 年 産100万 ケ 一一ス程 度 で あ った もの が,1937年に は200万 ケ ー スに 達 す る ま で に増 大 し,
翌1938年に は234万8897ケ ー ス と い う驚 異 的 な数 字 を 記 録す る に至 って い る(Cartwright
〔1964〕,pp.195-196)o
-4方,AE&1祉 の事 業 活 動 に お い て爆 薬 事業 と双 壁 を な す 肥 料 事 業 に つ い て は,ウ ムボ ギ ソ
トゥウ ィ ニ工 場 や サ マ セ ッ ト ・ウ エ ス ト工 場 を基 盤 に過 燐 酸肥 料 を 製 造 し,1930年代 前 半 には
南 ア フ リカ市 場 向け に そ の需 要 量 全 体 の50・v60%を 供 給 して い た(Reader〔1975〕,P.206)。
こ うした 肥 料 事 業 も,世 界 大 恐 慌 時 に は農 産 物 価 格 の低 下 に よ り(Houghton〔1967〕,p.57.
　ウ
邦訳,56頁)・一時的 に打撃を被 った ものの,1932年末の 同国金本位制 の廃止 に伴 い農産物 の
輸 出状況が好転 したため,回 復 の兆 しを見せ は じめた(ICI社株 主総会報 告,TheEconomist,
Apr・15,1933,P・829)。そ して,1936年に至 っては 「〔南 アフ リカ〕 農業 の状況は依然 として
困難 ではあ るが,昨 年 〔1935年〕 の肥料 に対す る需 要は増大 し」(ICI社株主総会報 告,The
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表5・AE&互 社 の 発 行 資 本 及 び 利 益












註:*暦 年 で9月29日 まで,**9月30日 まで。
St・tist,M・y・2・1936・P・747)・ウム ボギ ハ ・ ウ ・二工 場 を 中 心 と した 麟1や そ の他 の事 業 が
「AE&1社 の活 動 に お け る極 め て 収 益 力 の あ る部 門」(マ ッガ ワ ソ会 長 ,Reader〔1975〕,PP.
205-206)とな った の であ る。
また ・ か か るAE&1社 の事 業 活 動 の進 展 は,南 ア フ リカの み な らず,ロ ー デ シアに お い
て も顕 著 で あ った 。1930年には 南 口 ーー デ シア(現 ジ ンバ ブ ウ ェ)の ソー ル ズベ リー(Salisbury,
現 ハ ラ レ 〔Harare〕)に複 合 肥 料 工 場"ロ.一一デ ィア"(Rodia)を 設立 して い る(Cartwright
〔1964〕,p.197)。さ らに,北 ロ一一デ シア(現 ザ ン ビア)に 建 設 され た 爆 薬 工 場 も,銅 鉱 業 の発の
展 に伴 い・1930年代 初頭には年産13万 ケースの爆薬 製造 を行 うに至 り(Cartwright〔1964〕,
p.198〕,1930年代央 には爆 薬及び同部品製造 の進展 に よ り,卑 金属部門 の拡張 も図 られて い
る(ICI社株主総会報告,TheStatisl,May2,1936,p.747)。
最後 に・ こ うしたAE&1社 の一連 の業績 を数字 で後 づけるな らば(表5参 照),ICI社成
立時 の発行資本額250万ポ ン ドは徐 々に増 大 し,1935年には倍 の500万ポ ン ドに達 してお り,
総売 上額で も1936年1,eeS・400万ポ ン ドと1927年の47%増 とな ってい る(Reader〔1975〕,
P・206)・利益 の点 で は1927年の36万4449ポン ドか ら1936年に は約2.5倍の93万141ポン
ドに まで増 大 してお り・世界大恐慌 に よる業績悪化 も1931,32年の2年 間に留 ま り,それ も軽
微 に過 ぎない もので あ った。 かか るデ ・ピアス社 との爆薬及び爆薬 部品製造事業,CM&R
社 との連繋 に よる肥 料及び農業用製品製造 の顕著 な発展 は,経 営環境の変化に敏感に対応 した
事 業展 開のなせ る業で あ り,前 掲表3に よって も裏付 け られ る ようにAE&1社 を 「ICI社
のなか で最 も成功 した企業 の一つ」(Reader〔1975〕,P.206)に仕立 て上 げたのである。
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3.カ ナ ダ に お け る デ ュ ・ボ ン社 との 合弁 事 業
カナ ダで は,1926年 のICI社 の成 立 に 伴 い,ノ ーベ ル ・ダイ ナマ イ ト ・ トラス ト社 と デ ュ
ゆ
'ポ ソ社 の 合弁 事 業 が 継 承 され た
。1927年に は 重 化 学 製 品 及 び そ の他 の事 業 分 野 へ の 拡 張 に 拍
車を か け るべ く・ 同事 業 を持 株 会 社 カ ナ デ ィア ン ・イ ン ダス ト リ 一ー・ズ社 に 再 編 成 して(Taylor
&Sudnik〔1984〕,P・128;Reader〔1975〕,P.212),ICI社とデ ュ ・ポ ソ社 が 同 社 株 の90%以
上(1590万'ドル 〔325万宗 ン ド〕 に 相 当)を 均 等 に所 有す る こ ととな った(Stocking&Wat-
kills〔1947〕,p.446;Reader〔1975〕,p.212)。
そ して・1929年の 「特 許 ・製 法 協 定 」 締 結 に伴 い,カ ナ デ ィア ン ・イ ン ダス ト リー ズ社 に は,
同社 の 特 許 ・製 法 の 他 地 域 に おけ る使 用権 と交 換 に,ICI社 及 び デ ュ ・ボ ン社 の 特 許 ・製 法 の
カ ナ ダに おけ る使 用 権 並 び に 両社 の一 部 製 品(染 料 な ど)輸 出を 確 保 した 上 で の 製 品 製 造 ・販
売 権 が 供与 され る こ と,ま た カ ナ ダに お け るICI祉 とデ ュ ・ボ ン社 に よる製 品 製 造 及 び 輸 出取
引 が カ ナ デ ィア ン ・イ ン ダス トリー ズ社 を 通 じて主 導 され,そ の販 売 価 格 も同社 設 定 価 格 に基
　　 　
つ くこ とが三 社 間 で 確 認 され,そ の 多角 的 な事 業 体制 の準 備 が 整 った(Stocking&Watkins
〔1947〕,p.457;Taylor&Shdnik〔1984〕,p,128;Aftalion〔1991〕,p.143)。
ゆ
ご う した 体制 の 下,同 社 は カ ナ ダに おけ る肥 料 需 要 の増 大 に 対 応 して,肥 料 事 業 部 門 を 設 立
し・ オ ンタ リオ州 ハ ミル トン(Ilamilton)及び ケ ベ ッ ク州 プ ロエ イ ユ(Beloeil)に過 燐 酸 肥
料端 艇 設したものの,・93・年夏の操糊 始時にはカナダも世界大恐慌の灘 襲わ識 肥料
事 業 が早 々に挫 折 した。 しか し,そ の一 方 で1931年に は デ ュ ・ポ ソ社 か ら セPフ ァ ンの 特 許
権 を 取 得 し・ そ の後30年 代 後 半 に は 電 気 化学 事 業 の 基 礎 と な る セ ロフ ァ ン製造 事 業 に進 出 し
(Reader〔1975〕,p.214),広範 な活 動 に 向 け第 一 歩 を 踏 み 出 して い る。
さ ら に,同 時 期,ICI社 は カ ナ ダ市 場 で の染 料 売 上 の 落 ち込 み に伴 い,イ ギ リス本 国 か ら の 染
料 輸 出 を 増 大 させ るべ く,カ ナ デ ィア ン ・イ ン ダス トリー ズ 社 を 通 じた 染 料 の販 売 割 当 を デ ュ
・ボ ン社 との 間 に 均 等 に配 分 し,各 社 に よる 価 格 の 自由 設 定 を も要求 した 。ICI社 に優 る シ ェ
アを 占め て い た デ ュ ・ボ ン社 は 抵 抗 を示 しつ つ も,価 格 の 自 由設 定 を条 件付 きで 了承 した こ と
に よ り,1928年 以降 ・ICI社 の シ ェ アは拡 大 し,売 上 も急 増 を 遂 げ て い る(表6 ,7参 照)
(Reader〔1975〕,pp.214-215;Stocking&Watkins〔1947〕,pp.457-458)、,その後,1932年
秋 には 「オ タ ワ協 定 」 の締 結 に 伴 う帝 国 内 特 恵 関税(TheImperialPreferenceDuties)の施
行 で・ICI社 は 帝 国外 か ら の輸 入 染 料 に賦 課 され る10%の 関 税 が 免 除 され,本 国 か ら の染 料
輸 出は 好 転 の兆 しを み せ は じめ,加 え て 同年 締 結 され た 「国 際 染 料 カル テ ル」 に基 づ く規 制 に
よ り,ICI社 は カナ ダに お け る販 売 割 当 と して,カ ナデ ィア ン ・イ ン ダス ト リー ズ社 の 販 売 の
50%を 獲 得 し・ 従 来 の シ ェアを 大 き く伸 長 させ た(表7参 照)(Reades〔1975〕,P,216)。
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表6.ICI社 の 染 料 売 上
(カナ デ ィア ン ・イ ンダス トリー ズ祉)
(単位:£)













表7・ICI社 及びデ ュ ・ボ ン社 の染料売上比率
(カナデ ィア ン ・イ ンダス トリーズ社)
(単位:%)









註:*1930年1月 か ら1931年6月 まで 。
と ころ が,こ う・した 明 暗 を 分 け た 滑 り出 しや染 料 輸 出を 巡 るICI社 と デ ュ ・ポ ソ祉 の間 ぎ合
・い で蚊 帳 の 外 に置 か れ て い た カナ デ ィア ン ・イ ンダ ス ト リー ズ社 が ,独 自路 線 と して 南 ア メ リ
カに お け る兵 器 事 業 へ の参 入 を 開 始 し(Reader〔1975〕,P.217),カナ ダ政 府 の 圧 力 に よ る海
外 取 引 の増 大 を 契 機 と して(Taylor&Sudnik〔1984〕,P.163),同社 と主 要 持 分 株 主 と して の
ICI社並 び にデ ュ ・ボ ン社 との 新 た な協 定 を 提 唱 し,1936年に は 「1929年特 許 ・製 法 協 定 」に
沿 った 「三 者 協 定 」(thetripartiteagreement)が締 結 され,三 社 の関 係 が 全 面 的 に 再 編 成 さ
れた。 以 降,カ ナ デ ィア ン ・イ ン ダスFリ ー ズ祉 の 海 外 事 業 の展 開 が,ICI社 並 び に デ ュ ・ボ
ン社 を 脅 か す と と もに(Reader〔1975〕,pp.217-218;Taylor&Sudnik〔1984〕,pp.162-
163),国内 に お い て も新 た な路 線 を 歩 む こ と とな る。
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まず,1936年に は 合 弁 事業 と して チ タ ン顔 料 製 造 ・販 売 企 業 カ ナデ ィア ン ・チ タ=ウ ム ・ピ
グメ ン ッ社(CanadianTitaniumPigments)を設 立 して,ペ イ ン ト事 業 へ 新 規 参 入 を果 た し
(Reader〔1975〕・P・214;Stocking&Watkins〔1947〕,P.459),さらには ア メ リカ系 石 鹸 企
業 とと もに ガ ーデ ィノ ル ・オ ヴ ・カ ナ ダ社(TheGardinol'Corp.ofCanada,Ltd.)を設 立
して・ 特 殊 繊維 洗 浄 剤 の製 造 に着 手 して い る(Stocking&Watkins〔1947〕,P.458)。また,
1939年には ビス コー ス人 絹 や ス フ,セ ロ フ ァ ン製;造に用 い る二 硫化 炭 素 の製 造 に 入 るべ く,IG
フ ァル ペ ン祉 の 同分 野 に お け る ア メ リカ で の排 他 的 使 用 権 を 有 す る二 硫 化 炭 素 企 業 と と もに合
弁企 業 コー ン ウ ォール ・プ ロダ クツ 社(CornwallProducts,'Ltd.)をも設 立 し(Stock三ng&
Watkins〔ユ947),P・459),多角 化 へ の展 開 を着 実 に してい る。
他 方,1936年まで に は カ ナ デ ィア ン ・イ ンダス ト リーズ社 が レー ヨ ンの 製 造 を 行 わ な い こ と
を 交 換 条 件 と して,イ ギ リス の レー ヨ ン企 業 コー トール ズ社(Courtaulds,Ltd.)がカナ ダに
お い て苛 性 ソー ダや 硫 酸 そ の 他化 学 製 品 を 製 造 しな い こ とを,ま た カ ナ デ ィア ン ・イ ンダス
トリー ズ祉 が 製 紙 事 業 に 進 出 しない こ とを 条 件 に,カ ナ デ ィア ン ・イ ンタ ー ナ シ ョナ ル ・ペ ー
パ 「社(TheCanadianInternationalPaperCo.)が化 学 製 品 の製造 を 行 わ ない こ とを 協定 し
て い る。 さ らに は,将 来 の電 気化 学 事業 へ の展 開 を睨 み,カ ナ ダの大 規 模 水 力発 電 会 社 の子会
社 で,安 価 な 電 力 を 利 用す る炭 化 カ ル シ ウ ム並 び に そ の派 生製 品 を製 造 す る シ ャ ウ ィニ ガ ソ ・
ケ ミカル ズ社 ・(ShawiniganChemicals,Ltd・)との 関 係 を 強 化 し(Reader〔1975〕,P.214),
カ ナ デ ィア ン ・イ ソダス ト リー ズ社 が,ア セ チ レン及 び そ の派 生製 品を 製 造 しな い こ とを 条 件
に ・ シ ャウ ィニ ガ ン ・ケ ミカ ル ズ社 が 同事 業 分 野 に 留 ま る こ とを 協 定 す るな ど(Stocking&
Watkins〔1947〕,PP・458-459),国内市場 を協 定 に よ って規 制 し,広 範 な:化学 製 品 に対 す る支
配 力を 強 化 ・維 持 し よ うと してい る。
以 上 の ご と く,ICI社 とデ ュ ・ボ ン社 の非 排 他 的 領 域 で あ る カ ナ ダで は,カ ナ デ ィア ン ・'イ
ンダ ス ト リー ズ社 に 一 定 の主 導 権 が供 与 され,ICI社 と デ ュ ・ボ ン社 の 各 種 連 繋 を 基 礎 に ,内
外 ρ化 学 企 業 との 協定 を通 じて カ ナ ダ市場 を保 護 し,合 弁 に よる多 角 的 な現 地 生 産 体 制 を 展 開
して い る。
4・ 南ア メ リカにおけ るデ ュ ・ボ ン社 との合弁事業
南 アメ リカ諸 国は 「非公式帝 国」 として,従 来か らイギ リスとの貿易や その投資 が盛 んに行
われ てお り,既 にICI社の成立 以前か ら,旧 各社 と もに現地 生産 及び輸 出を展 開 していたが,
同社の成 立に伴 い,各 地に おけ る事業活動は 「1929特許 ・製法協定」 を背景 とした デ ュ ・ポ ソ
社 との連繋 に よる合弁 事業を中心に展開す るこ ととなる。
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企 業 アル ゼ ンチ ン ・オ ル ベ ア弾 薬 会:社(CartucheriaOrbeaArgentinaSA)を設 立 す る一 方 ,
ICI社の成 立時 には ブ ラナ ー ・モ ン ド社や ユ ナ イ テ ッ ド ・アル カ リ社 も現 地 販 売 支 店 を 通 じた
,
ア ル カ リ,塩 素 製 品 の大 規 模 な輸 出 を行 っ て い た(Reader〔1975〕,pp.221-222;Taylor&
Sudnik〔1984〕,P・134;佐伯 〔1974〕,495頁)。さ らに1928年には ,ICI社が ソル ヴ ェ一社 並
び に現 地 輸 出企 業 パ ン ジ ・ア ン ド ・ボ ー ン社(Bunge&Born)と 手 を 結 び ,硫 酸 ・硝 酸 ・塩
酸企 業 リ ヴ ァダ ヴ ィア工 業 ・通 商 会 社(SAIndustrialeCommercialRivadavia)を設 立 し,
現地 資 本 導 入 に よ る多 角 的 な 生産 体 制 を 敷 くこ と と な?た(Reader〔1975〕,p.224;Taylor&
Sudnik〔1984〕,p.134)o
ところヵ・,ic・社力・重化学製 品分野 への遡 を計 画 して、、た 、93。年 減 磁 にデ 。.ポ
ソ祉 もま た競 合 す る重 化 学 製品 工 場 建 設へ の投 資 を企 図 し,こ こに きて 両 社 の 衝 突 が 懸 念 され
るに至 った・ 確 か に 「1929年特 許 ・製 法 協 定」 に よれ ば,南 アAリ カは 両 社 の"非 排 他 的 領
域"て あ り,そ の投 資 に規 制 は な され て い な い も の の,「 〔両 社 の〕 利 害 の衝 突 を 回避 して,
市 場 に お け る協 力的 な地 位 を 強 化 し,経 済 的 ナ シ ョナ リズムに よっ て 鼓 舞 さ れ た 現地 〔資 本
の〕 生 産 者 に対 抗 す るた め 」(Stocking&Watkins〔1947〕,P.460)には,両 社 の協 力 関 係 が
不 可 欠 で あ る と.して,既 存 の子 会 社 を統 合 して新 会 社 を設 立 し,合 弁 事 業 を 展 開 す る こ とで決
着 を み た 。 そ して,1934年,現 地 資 本(特 に パ ソ ジ ・ア ン ド ・ボ ー ン社)を 排 除 し両 社 が 折半
出資 す るか た ち で,"デ ュペ リア ル"ア ル ゼ ンチ ン化 学 工 業会 社(lndustriasQuimicasAr・
gentinas"Duperial"SAIndustrialyCommercia1)が設 立 され,同 社 を通 じて既 存 の ア ル
ゼ ンチ ンに ウル グァ イ と パ ラ グア イを 加 えた 新 た な領 域 で のICI社=デ ュ ・ポ ン社 の輸 出取 引
や現 地 生産 事業 を 行 うこ と とな った(Reader〔1975〕,PP・222-225;Taylor&Sudnik〔1984〕,
pp.134-135;Stocking&Watkins〔1947〕,p.460)。
まず ・1935年に は,現 地 の大 規 模 ガ ス会 社 か ら 副生 無 水 ア ンモ ニア を購 入 し,ヨ ー ロ ッパ 向
け に輸 出す るこ とで,現 地 で の摩 擦 を 回避 してい る。 さ らに 同年,レ ー ヨ ンの生 産 を 開始 す べ
くデ ュ シ ロ社(DuciloSA)を設 立 し,ア ル ゼ ンチ ンで の特 許 ・製 法 権 を 所 有 す る フ ラ ンスの
人 造 繊 維 コ ム トワ ール(ComptoirdesTextilesArtificiels)に株 式 の一一部 を供 与 し,そ の一
方 で 同分 野 へ の参 入を 企 図 して い た バ ンジ ・ア ン ド ・ボ ー ン社 に も資 本参 与 を認 め る こ とで参
入 阻 止 を 果 た し,レ ー ヨ ンの 現 地 生 産 に 入 る こ と とな った:(Stocking&Watkins〔1947〕,PP.
461-462)。そ して,翌1936年 には,バ ンジ ・ア ン ド ・ボ ー ン社 が デ ュペ リア ル社 と競 合 す る
硫 酸 ・酒 石 酸 事 業 へ の攻 撃 的 な 進 出を 図 った た め(Taylor&Sudn至k〔1984〕,p.135),デュペ
リアル社 は,一一方 で硫 酸 の価 格 を 引 き下 げ,バ ン ジ ・ア ン ド ・ボ ー ン社 の 出ば なを 挫 くと と も
に,他 方 で利 害 の 少 な い 酒石 酸 に つ い て は同 社 に 市場 を 保 証 す る こ とで対 応 して い る(Stock-
ing&Watkins〔1947〕,lp.461)。
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しか し,同 年,さ らに バ ン ジ ・ア ン ド ・ボ ー ン社 が,IGフ ァル ペ ン社 や フ ラ ンス の キ ュル
マ ン社(EtablissementsSAKuhlmann),ソ ル ヴ ェ一社 の 援 護 を 受 け て,ア ル ゼ ンチ ン ・セ
ル ロー ス社(LaCelulosaArgentinaSA)を買収 し,パ ル プ ・製 紙 工業 や 電 解 法 に よ る苛 性
ソ ー ダ ・塩 素 喜 業 に まで 触 手 を 伸 ば しは じめ た(Taylor&・Sudnik〔1884〕,P.135)。ナ ル ヵ
リ製 品 は,ICI社 に と って と りわ け重 要 度 の高 い 取 引製 品 で あ るが た め,デ ュペ リアル 社 は そ
の 攻 勢 に対 し,セ ル ロ'一ス 社 と の折 半 出資 に よ る新 会 社 ア ル ゼ ンチ ン電 気 会 社(Electroclor
SAArgentina)を設 立 す る.ことで 合 意 を み て お り(Stocking&Watkins〔1947〕,PP.462-
463;Taylor&Sudnik〔1984〕,p.135〕,デュペ リア ル社 は セ ル ロ ー ス社 と,換 言す れ ばICI
社=デ ュ ・ボ ン社 が 現 地 企 業 バ ンジ ・ア ン ド ・ボ ー ン社 と,協 定 を 締 結 す る こ とで 協 調 し,ア
ル ゼ ンチ ン市 場 で共 存 して い く方 策 を 選 択 した こ と とな る。
.・ブ ラ ジ ルICI社 の ブ ラ ジル に お け る主 要 事 業 活 動 は,1928年設 立 の イ ンペ リア ル ・ケ ミカ
ル ・イ ソ ダス ト リー ズ(ブ ラ ジル)社(lmperialChemicallndustries〔Brazil〕,Ltd.)を通
じた ア ル カ リ ・塩 素 製 品 及 び 酸 ・酸 関 連 製 品 の販 売 で あ り,爆 薬 に 関 して もエ ク プ ロー シ ヴズ
㈱'㈱
・イ ン ダ ス ト リ}ズ 社(ExplosivesIndustries,Ltd.)を 介 し て 輸 出 を 行 っ て い た 。 しか し,
　
こ う した輸 出 に依 拠 した事 業活 動 に も,世 界 大 恐 慌 の到 来 に 伴 って 遮 断 され た ブ ラ ジ ル市 場 に
お け る イ ギ リスや.アメ リカ,'ドイ ツ,日 本 とい っ た諸 国 問 の競 争 の激 化 に対 応 す る新 た な 方 策
と して,現 地 生 産 に よ り事 業 活動 を 進 展 させ る必 要 性 が生 じで きた 。 そ こ で1935年,ICI社
は デ ュ ・ボ ン社 系 の.レミン トン ・ス モ ー ル ・ア ー ム ズ社(RemingtonSmallArmsCo.)と折
半 出資(各4100コ ン トス.〔約4万5000ポ ン ド〕)で 爆 薬 製 造 企 業 を 買 収 し,ブ ラ ジル 弾 薬 会
社(Cia・BrasileiradeCartuchosSA)を設 立 して い る。 さ らに 同年,約6800コ ン トス(7
万4000ポ ン ド)で 株式 の95%を 取 得 して人 造 皮 革 企 業 を 買 収 し;ア ツ=ヴ ェ ド ・ソア レス
・ニ トロセ ルti・一 ス製 造 会 社(Cia.ProductosNitrocelluloseAzevedoSoares)を設 立 して
い る(Reader〔1975〕,pp.226-227)。
そ して1937年,重 化 学 製 品 部 門へ の特 化 を 企 図す るデ ュ ・ポ ソ社 か らの 要請 に よ り,カ ナ
ダや ア ル ゼ ンチ ンの 前 例 に 従 い,ICI(ブ ラジ ル)社 とデ ュ ・ポ ソ ・ ドe'ブラ ジル 祉(前 註34
参 照)が 合 同 し,1万4000コ ン トス(約15万2000ポ ン ド)を も って"デ ュペ リア ル"ブ ラ
'ジル 化 学 工 業 会 社(lndustriasQuimicasBra
sjleiras"Duperial"SA)を設 立 し,現 地 生産
を 目論 ん だ(Reader〔1975〕,P・227;Taylor&Sudnik〔1984〕,P.136)。しか し,デ ュ ・ボ ン
社 の 場 合,ICI社 と比較 して 取 引 が小 規 模 で あ った がゆ え に投 資 が 過 重 と な って,両 社 間 に 認
識 の ズ レが 生 じ(Taylor&Sudnik〔1984〕,P.136;Reader〔1975〕,P.228),さらに は 第 二
次 世 界 大 戦 の勃 発 や,ア メ リカに よる反 トラ ス ト(antitrust)の進 展 に対 す る対 応 の違 い が 重
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な り(Reader〔1975〕・P・229)・十 分 な 発 展 を み な い ま ま デ ュペ リアル 社 は 終 焉 を迎 え て い る。
IV1930年代における多国籍事業展開の意義
主 要諸国 の化学産業 における大規 模 な資本集 中に直面 し,イ ギ リス化学産 業を防衛す るた め
にICI社 が成 立 した。'しか し,同 社 は海外 事業活動 の発展 を志 向する上 で,海 外巨大 化学企
業 との間 に主要製品 に関す る国際 カルテルを締結す ることに よ り,む しろ競争を回避 して協 調
を図 らん と した。 ところが,1930年代,未 曽有 の世界大不況 に見舞われ るなか,か か る国際カ
ルテルに加え,「 オタ ワ協定」 の援護 も受けつつ,海 外 市場 の防衛を図 ったに もかかわ らず,
その化学製品輸 出は1930年代を通 じて低調に留 まった。 しか し・その一方 で,同 時期,帝 国諸
地 域を中心 と したICI社 の現地生re一一一多 国籍的事業活動 は,現 地資本 を導 入 しつ つ,多 角
化 を一層推 し進 め るな ど,む しろ極 めて積 極的な展開を示す に至 った。
かか る1930年代を通 じたICI社 の現地 生産体制 の強化 につ いて,マ ヅガ ワンICI社会長は,
1935年に 「今 日多 くの国 々で現れ る経済 的 ナ ショナ リズムの精 神 は,〔ICI社に〕 多 くの問題
を課 してい る。〔ICI社は〕海 外市場 における多 くの製品の生産 につ いての妥 当性を広範な分野
にわた って検 証せねぽ な らない」(ICI社株主総会幸賠 ,丁舵S姻 ・t,M。y4,1935,P.754)と,
さらに1936年には 「経済 的ナ シ ョナ リズムは,政 治的状況か ら生 まれ 出た のみ ならず,政 治
的不満が持続す る限 り,世 界中に依然,執 拗 に残 ってい る。 ……そ の結果,ICI社は現地工場
を設立す る政 策を採用す る とい う傾 向を あ えて持 続 させ て ゆ く。 ……現地市場 の成長で,〔イ
ギ リスか らの〕 輸入は減少す る 〔が〕……別 の選択手段は存在 しない」(ICI社株主総会報告,
TheSlatist・May2・1936,PP・747-748)と,1930年代初頭 にイギ リス並 びに帝 国諸国がおか
れ ていた体制状況一 と りわけ経済 的ナ シ ョナ リズムの制約 下で海外事 業 を推進せねばな らな
い点 を強調 してい る。
さらに・ICI社社史 の編纂者 リー ダー(W・工Reader)もまた 「〔製造子会社 は〕自治領 にお
け る経済的 ナ シ ョナ リズ ムへ の対 応を象徴 し てい る。…… 〔こ うした製造 子会社 に よる事業
は⊃ICI社の海 外におけ る発展政 策の主要 な手段 である。…… なぜ な ら,海 外 におけるイギ リ
スの利害 は,現 地労働者を雇用す るために現地投資家 と ともに設立 され た製造企業 を通 じて推
進 され るか らであ る」(Reader〔1975〕,PP.9-10)と,やは り経済的 ナシ ョナ リズムに規定 さ
れた側面 に言及 して い る。 また,鬼 塚 豊吉教授にあ っては 「現地生産…… は必ず しもICI社
の歓 迎 した ところではない。 む しろ,経 済的 ナ シ ョナ リズムの発展,現 地政府 の産業育成措置
に対応 してやむな くとらざ るを えなか った方 策で あった」(鬼塚 〔1968-1969〕⑧,78頁)と,
その関連性 を,消 極的ない しは従属的 な対応 と して捉 えている。
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いずれ も危機的体制 下の経済的 ナ シ ョナ リズムに促が され,1930年代 の現地生産一 多国籍
的な畜業展 開が進展 した と してはい るが,改 めて本研究の問題設定 に立 ち返 って,ICI社成立
以降の対外活動全般一 国際 カル テルの機能や製品輸 出の推移 と切 り離Lて は1930年代 の 多
国籍 的な事業展開を 考究 しえない一 を検 討す るな らば,経 済的 ナ シ ョナ リズムに応 じて それ
を利 用 した対 外経 営政 策の積 極的側面が顕 とな って くる。
す なわち,ICI社は国際 カルテルに よってイ ギ リス帝国市場を排 他的領域 一一t一一一カナ ダや 「非
公式 帝国」 た る南 アメ リカは非排他的領域で あった一 として保護 ・防衛 しつつ,世 界大不況
下 では 「オ タ ワ協定」 を通 じてそ の輸 出をなお帝国市場に振 り向け よ うとした。 しか し,こ う
した一連 の対 外経 営政 策は,・一方で帝 国外市場 におけ る競 争 力を弱めつつ,他 方 で需 要 の低下
す る帝国 とい う限定 された市場に,そ の活動領域を封 じ込め る結果 を招来 し,そ れ が た め に
　
1930年代 を通 じたイ ギ リスーICI社 の化学 製品輸出は総 じて低 調に留 まらざるを えない もの
とな ったσ しか も,こ うした輸出市 場では現:地大資 本の 台頭が著 しく}時 には盟 友であ るデュ
・ポ ソ社 どの競合(カ ナ ダの場 合)や 協定相手 のIGフ ァルペ ン社へ の譲歩(チ リの場合)な
ど,.ICI社の現地 における事業展開 に脅威 を与・え る要 素が十二 分に存 在す るとともに,さ らに
は イギ リスか らの輸 入す ら拒む ほ どの被投資国 に よる輸 入代替化政 策 まで もが推 し進 め られ て
いた。七 か し,ま たその一方 で,被 投資 国はい ず れ も新興工業国 と して20世紀 に入 って工業
化が進展す るな ど,製 品の多角化 を受け入れ うる要素を秘 めて もいた。す なわ ち,イ ギ リス帝
国を 中心 としたICI社 の海外市場 は,本 国か らの製品輸出に依存 しつづけ るには,余 りに も
「危 険」 と 「機会」を孕みす ぎていた ので ある。
そ の結果,同 社 は危機的体制下 で沸 き上 が る経 済的 ナ シ ョナ リズムのなか,政 治的 ・経済的
　
に紐帯強化が叫ばれ る帝 国諸国 において,現 地資本を導 入す ることに よって連繋を図 る一一一現
地 資本に投資機 会を供与 しつつ,競 争を も抑制す る一 とともに,現 地 生産体制を採用す るこ
とで現地 の雇用 創出 に も協力 し,rイギ リス企 業」 と してそ の紐 欝強化 に尽 力す る姿を見せつ
つ,.さらには進展が期待 され る工業化 に対応すべ く,デ ュ ・ポ ソや現地企業 との連繋を背景に
一層 の多角化 を推 進せん と した のであ る。す なわ ち,海 外市場におけ る危機 を回避 しつつ,事
業拡 張の機 会を 確実に掌握すべ く,「イギ リス企業」 とい うよ り,む しろ 「帝 国企業」 として,
限定 された 帝国市場において,そ の多国籍 的な事業展開を企図 した のであ る。従 って,そ の事
業展開 は,経 済 的ナ シ ョナ リズ ムに従属 した消極的な展 開ではな く,低 下す る国際 カルテルの
機能を補 完 しつ つ,事 業の拡 張を狙 って,む しろ経済的 ナシ ョナ ゾズ ムを積極的 に利用 した も
のであ り,ま して国際 カル テルに よって海外市場が安定 的に機 能 していたがゆ えに輸 出が進展
し・直接投資 の必要性 が低下 した もの とは把握 しがたい。
1930年代,イ ギ リス資本主義は,自 由貿易体制を放棄 し,極 めて強 固な保護主義 へ と傾斜 し
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てい った・かか る体制 の転換点 に立 って,ICI社一 ・一イギ リス化学 産業は,世 界:大不 況下 にお
け るその活路を イギ リス帝 国市場 に求め,低 迷す る製 品輸出を現地 生産 を もって代位す る,極
'
めて積極的な多国籍 的な事業展開を志 向す る ことで,そ の飛躍 を企 図 したので ある。 それは ま
た,イ ギ リス企業 の多 国籍化 が体制 的危機 とそれに対応 した ブ ・ ック化 に促 が されて進展 した
もの と把握 する こともで きよう。
註(1)こ うした1930年代におけ るイギ リス企業 の多国籍的活動の縮小に関 して,ジ ョー ンズのみな らず,
フラ ンコ(LG・Franko)による諸国の海外 子会社設立数 の推計 で も,ア メ リカにつ いては,1920-
1929年:299社,1930-1938年:315社と増加 しているのに対 し,イ ギ リスについては,同 時期118
社か ら99社へ と減少 しているこ とが明 らか であ る(Franko〔1976〕,TableL2,pp.8-11)。
なお,多 国籍企業が極めて歴史的な展開を遂げて きた企業形態で あることは,ウ ィルキ ンズ(M.
Wilkins)のア メリカ多国籍企業史に関す る業績Wilkins(1970)及びWilkins(1974)以降,通 説
とな りえた。 イギ リス多国籍企業史につ いて も先のJones(1984)やJones(1986)などの実証的 ・
理論的研究 がな されている とともに,Teichovaeta1.(1986)やTeichovaetal.(19ε9)など諸国
の多国籍企業史について も広範な研究が 行われている。 さらに,邦 語文献では,小 林(1974)が第一
次世 界大戦前に,新 たな傾 向 として活発 化 しは じめたイギ リスの直接投資の展開を考察 している。参
照 され たい。
(2)イギ リス国内においては,193Q年時点での資本金時価総額で,Unileverの1億3200万ポ ン ド,
ImperialTobaccoの1億3050万ポ ン ドに次いで,7730万ポ ン ドで第3位 の規模 であ った(Hannah
〔1976〕,Table8.2)。
(3)授権資本額:6500万ポ ン ド,発 行資本額:5680万2996ポン ド(Reader〔1975〕,P.20),1927年
時 の使用資本額:7280万ポ ン ド,総売上額:2690万ポ ン ド,雇用者数:4万7000人(Reader〔1975〕,
ApP・ll,Table1)とな:ってい る。 後述す るIGフ ァルベ ソ社設立時 の発行資本額は,6億4600万
ライ ヒス ・マル ク(3230万ポ ン ド)で,1926年9月に同社が増資 を行 った末に1億1000万ライ ヒス・
マル ク万(5590万ポ ン ド)(工藤 〔1978)①,56頁,②,123頁)とほぼ同額 とな った が,総 売上額
(1927年)で1億2660万ライ ヒス ・マル ク(5100'万ポ ン ド),雇用者数(1928年)では11万4000人
(Haber〔1971〕,P・284,290・邦訳,436,444頁)と,依然 としてIG亙社を陵駕 している。
④ 第一次世界大戦後におけ る世界化学産業の動向については,Haber(1971)が20世紀初頭か ら1930
年代に至 る,そ の化学技術や研究体制,産 業界,経 営管理,労 働関係な どの動向を膨大 な資料に よ り
つつ叙述 してい る。特に第一 次世 界大戦期 を含むその動向については,chaps.7-11.邦訳,第W-XI
章 を参照。なお,両 書の前編 ともい うべ きIlaber(1958)は,18世紀か ら19世紀 にかけての近 代化
学産業の展開をやは り同様 の視 点か ら明 らかに している。 また,Aftalion(1991)も18世紀か ら現
代に至 る化学産業 の歴史的展開を技術 と産業の両面か ら簡略 に叙述 してお り,その膨大 な歴史的を概
観するこ とがで きる。特に両大戦問期についてはchap.4.邦訳,第4章 を参照。邦語文献 としては,
作道(1995)が本稿では関議す ることのできなか った フランス化学工業 史を論究 している。特 に第3
部を両大戦間期にあててお り,窒 素工業や染料工業な どの主要部門についての フランス国家 と化学企
業の対応を論 じている。
(5)製造 業雇用者数 でみて も,1920,25,29年の比重は綿,鉄 鋼,造 船 の3部 門が20.1,17.5,15.9%
と低下す る一方,自 動車,化 学,電 気,レ ー ヨン ・絹 の4部 門は10.3,12.8,14.5%と上 昇 してい
る(入 江 ・高橋編 〔1980〕,161頁〔森 恒夫稿〕)。
なお,大 戦後の旧主要産業 及び新 産業の動向については,森(1975),156-174頁,また1920年代
におけ る新産業 としての 自動 車 ・レー ヨン産業 の資本蓄積 に関 しては,鬼 塚(1968)を参照。
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(6)イ ギ リス化学 産 業 及 び化 学 企 業 の 歴 史的 展 開 に つ い ては,Hardie&DavidsonPratt(1966)カミ,ま
た第 一 次世 界 大戦 前 後 の イ ギ リス化学 産 業 ・化 学 企業 を含 むICI社 前 史 に つ いて は,Reader(1970);
Kennedy(1986),chaps..1-2;鬼塚(1968-1969)①～ ③;米 川(1970),ICI社設立 の 経緯 につ い
ては 特 に,Reader(1970),chap.19;Reader(1975),chap.2;IJardie&DavidsonPratt(1966),
pp.111-115;鬼塚(1968-1969)④,神野(1951)を 参 曜。
(7)海外事 業 につ い て は,GrantetaL(1988),pp.18-40『がICI社 とIGフ ァル ペ ン社 を基 軸 と し
た 化学 産 業 の 国際 的関 係 を叙 述 して お り,さ らに杉 崎(1984)が世 界大 恐 慌 下 で の 多 国籍 企業 として
のIGI社 の海 外 事業,ま た佐 伯(1974)が オ タ ワ体制 下 での そ の海 外 事 業 を それ ぞれ 捉 えて お り,
筆 者 と共 通 す う問 題設 定 を 行 って い る。 比較 検 討 され た い。
塗 お,国 内事 業 につ い て簡 単 に触 れ τ お け ば,旧4.社 の 各種 事業 を アル カ・リ,一一・般 化 学 品,肥 料 ・
合成 品(「 ビ リ.ンガ ム ・.グルTプ 」 〔BiUinghamGroup〕.とも),石 灰,染 料,火 薬,金 属,塗 料 ・人
造皮 革 の8グ ル ー プ(group・後 の部 門 〔divislo幻)に再 編 して い る。 国 内事 業 最大 の課 題 と して,
1930年ま で肥 料 ・合成 品4ルrプ の ピ リンが 今工 場 にお け る合 成 ア ン モ ニア事業 に総 額2000万 ポ ン
ドを超 え 筍設 備 投資 を行 い な が ら も,折 か らの農 業恐 慌 と各 国 の製 法 開 発 に伴 う窒 素 生産 設 備 の過 剰
に 対応 しT. .1931年か ら思 い 切 った 資 産 抹消 政 策 を 断 行す る一:方で(Reader〔1975〕,p.101,158),
同時期 に 「イ ギ リス炭 化 水素 石 油 法 」(TlteBritishHydrocarbonOilsProductionAct)を背 景 と し
た 国策 事 業 奉 る人 造 石 油事 業 へ の投 資 を行 うな ど積 極 的 な 事業 を 展 開 し(Reader〔1977〕,pp.236-
237),アル カ リや 一般 化 学 品 事 業 な どに支 持 され つ つ,早 期 に世 界 大 恐慌 の影 響 か ら脱 出 し,1930
年 代 央 か らは再 軍 備 を背 景 に そ の業 績 は 上 昇 局面 に 入 って い る。 両 大戦 間 期 の 国 内事 業 につ いて は,
さ しあた りReader(1975),chaps.4-6,14,15;Reader(1977),・pp.231-240;Kennedy(1986),
chaps.3-6(第二 次 世 界 大戦 終 結 時 まで);鬼 塚(1968-1969)④一⑥ を 参 照。
(8)1935年時 点 で販売 会社 と して,南 ア メ リカにICI(C摯ile),Ltd.,ICI(Brazil),Ltd,,ICI(Peru),
Ltd.,ア芝 アにICI(lndia),Ltd.,ICI(Malaya),Ltd.,Brunner,Mond&Co.(Japan),Ltd.,
ICI(China),L,td.,中東 にICI(Egypt),SA,ICI(LeVant),Ltd.を所 有 して いた(TheECOnOmiSt,
Jan.19,1935,p.133)。
(9)本稿 で は,こPtら の点 に つ いて 詳 述 し な い。 ・ICI祉が 締結 した ・一連 の 国際 カ ルテ ル の実 態 とそ の
「成 果 」 に つ い て は,松 田(1996)で 論究 してい るの で参 照 され た い。
⑩ ナ ー ス トラ リア の産 業構 造 は,1900/01年,1913/14年,1928/29年につ いて,対GNP比 の生 産額 で
農 牧 業 が19・3%,23・5%,21.2%,工業 が12.1%,13.4%,16.7%と徐 々に 工 業 化が 進 展 して お り,
そ の工 業部 門 に おい て は 雇 用 と生 産 額 の3分 の2が 金 属 ・機 械(特 に着 実 に伸 長),食 料 ・飲料 ・衣
料 ・繊維 に集 中 して い る(Boehm〔1971〕,Table1,pp.126-128.邦訳,表1,124-125頁)。 また,
関税 政策 で は,1908年を皮 切 りに 保 護政 策 が 出発 し,1928～29年の関税 率 大 幅 引 上 で1907年水 準 の
2倍 とな り,さ らに1932年に も倍 増 してお り(Butlin〔1970〕,P.313.邦訳 ,319頁),大 戦 中及 び
大 戦 後 に 発 展 した 国 内産 業(特 に工 業 部門)を 輸 入 品(イ ギ リス も含 む)か ら保 護 す る ことに よ り,
輸 入代 替化 カミ1930年代 に 入 って 一 層 促進 され る こ と と な っ た(Beohm〔1971〕,pp.143-144,151-
152・邦訳,.・140-141・150-151頁;Butlin〔1970〕,PP・307-308・'邦訳,.311-312頁)。ち なみ に,1913
年 と1928/29年の 工業 部 門 で の 自給 率 は,金 属 ・機 械 が44%,61%,繊 維 が8%,37%,化 学 が33
%,53%と それ ぞれ 顕 著 に 上 昇 して い る(石 見 〔1988〕,265頁)。また,イ ギ リス離 れ も進 み,輸 入
に 占 め る イ ギ リス の 比 率 も1920/21-1928/29の年 平 均45.1%か ら1929/30・一1938/39の37.9%へ
(Boehm〔1971〕,Table39.邦訳,表39)と 低下 してい る。
(ID1930年3月の1時点 で,ICIANZ社 は,完 全 所 有 の 子 会社 と して ノ;ベ ル(オ ー ス トラ レー シア)社
及 び ブ ラナr・ モ ン ド(オ ース トラ レー シア)祉,主 要 持 分 保有 の ア ンモ ニア企 業2社,少 数 持 分 保
有 の肥 料 企 業3祉 を有 して い る。 また,ノ 一ーベ ル(オ ース トラ レー シア)社 は傘 下 に カ ミン グ ・ス ミ
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ス社(CumingSmith&Co.Pty.,Ltd.)及び マ ウ ン ト。ライ ア ル ・マイ ニ ン グ 。ア ン ド・レール ウ
ェイ 社(TheMountLyellMining&RailwayCo・,Ltd・)が合わ せ て80%以 上 を 出資 す る過 燐 酸
肥 料 企業 を擁 してお り,さ らにICI社 本 社 が イ ギ リスにお い て 支配 す る2社 が 出資す る ア ンモ ニア企
業 や,同 じ くICI社 本社 とデ ュ ・ボ ン社 に よる ペ イ ン ト,人 造皮 革,金 属,人 造石 油 な どの 合弁 企 業
もオ ース トラ リア市 場 を舞 台 に事 業 を展 開 して い る。 な お,オ ー ス トラ リアに おけ る利 害 関 係 につ い
て は,Reader(1975),fig。13を参 照。
⑫ オ ー ス トラ リアに お い て最 も影 響 を及 ぼ し う る 金 融 グル ー プ(financialgroup)ブロー ク ン ・ヒ
ル ・'グル ー プ(TheBrokenHillGroup)を筆 頭 に,カ ミン グ 。ス ミス社 ,vウ ン ト ・ライ アル社
とい った 現地 大 資:本とICI社 が,各25%,125万 ポ ン ドを出 資 し,資 本 金500万 ポ ン ドでICIANZ社
を設 立す る計 画 で あ った(Reader〔2975〕,pp.209-210)。
03)その後 増 資 を進 め る過 程 で徐 々に外 部資 本 の 導 入 を 図 り,1939年まで に は先 の ブ ロー クン ・ヒル ・
グル ー プや カ ミγグ ・ス ミス社,マ ウ ン ト ・ライ ア ル社 な どが 株 式 を取 得 し,ICI社 の株 式 保有 率 は
75%に 低下 して い る(Reader〔1975〕,P.210)。
a4世 界 大恐 慌 期 の オ ース トラ リア経 済に つ い て は,詳 細が え られ な い。Boehm(1971),pp.21-23,
126-130.邦訳,23-25,124-127頁;Butlin(1970),pp.313-314.邦訳,319-320頁が極 め て簡略 に
この時 期 の経 済 や製 造 業 の動 向 に触 れ て い る ので,さ しあ た り参 照 され た い。
⑯ 従 来 め オ ース トラ リア向 け輸 出に は,ケ ニ アに あ る 旧 ブ ラナ ー ・モ ン ド社 の子 会社 マ ガ デ ィ ・ソー
ダ社(MagadiSodaCo.,Ltd.)から輸 出 され る ソー ダ灰 も多分 に 含 まれ て お り,現 地 生 産 へ の移 行
は そ の 売上 を 当然 減 少 させ るが,現 地 生 産 の意 義 を 考 慮す るな らば,マ ガ デ ィ ・ソー ダ社 へ の影 響 庶
無 視 せ ざるを えな い(鬼 塚 〔1968-1969〕⑧,77頁)。
⑯ 爆 薬 製 造 に利 用 す る硝 酸 は,従 来輸 入チ リ硝 石 に依 存 してい た が,そ の 輸 入 に比 較 して硝 酸 を'自社
製 造 す る方が 費 用 面 で も有 利 で あ る こ とか ら,す で に ア ンモ ニ ア合成 の事 業 化 は懸 案 事 項 とな って お
り,1925年1月 のAE&1社 取 締 役 会で は,ノ ー ベル ・イ ンダ ス トリー ズ社 の諮 問 委 員 会 が南 ア フ
リカに おけ る硝 酸 の合 成 工場 建 設を 考 慮 して い る こ とを 示唆 す る報 告 が な さ れ て い る(Cartwright
〔1964〕,'p.183)。
⑳ 世 界 大恐 慌 期 の南 ア フ リカで は,工 業 部 門 で総 生 産 額 が1929-30年の1億5700万 ラ ン ト(7850万
ポ ン ド)か ら1932-33年に は1億3500万 ラ ン ト(6750万ポ ン ド)に,雇 用者 数 が 同時 期14万2000人
か ら13万3000人 に減 少 して い る。 また,鉱 業 部 門 で は,金 生 産 が1928-30年の1億494万 オ ンスか
ら1931-33年に は1億1153万 オ ンス とむ し ろ増 加 して い るが,他 方 ダイ ヤ モ ン ドは 同時 期3733カ ラ
ッ トか ら1141カラ ッ トへ と激 減 して お り(星 ・林 〔1978〕,135-136頁),ダイ ヤ モ ン ドの減 産 の 影 響
は,AE&1社 も含 め南 ア フ リカに と って 極 めて 大 きか った 。
また,こ の時 期 の 南 ア フ リカ経 済 につ い て は,DeKieweit(1941)が詳 細 であ り,chap.X,特 に
pp.257ff,では両 大 戦 間期 の工 業 保 護政 策 に 関説 して い る。 また,Walker(n。d.)はイ ギ リス と南
アフ・リカの 関 係を 通 史(持 地政 治 史 の趣 が あ る)と して捉 えて い る。Houghton(1967)は,定評 が
あ る ものの,大 学 レ ヴェル の教 科 書 で あ るた めや や 概 略 的 では あ るが,同 国経 済 を過 去か ら現在 にわ
た っ て概 観 で きる。 参 照 され た い。
⑱ 南 ア フ リカに お け る金 座 出額 は,1927年 約4300万ポ ン ド,1928年4398万2122ポン ド,1929年
4422万8747ポン ド,1930年4552万163ポ ン ド,1931年4620万5860ポン ド,1932年4858万7782
ポ ン ド,(以 下 は収 入)1934年7065万9277】£ン ド,1935年7479万876ポ ン ド,と 堅 実 な 伸 び を 示
して お り・特 に 金 本位 制 離 脱 後 は顕 著で あ る(南 ア フ リカ政府 報 告 ,TheEeonomist,Sep.21,1929,
p.526,Feb.15,1936,p.361;サウ ス ・ア フ リカ ・ス タ ン ダ ー・ド銀 行 〔TheStandardBankof
SouthAfrica・Ltd・:SBSA〕株 主 総 会報 告 ,TheEconomist,JuL26,1930,P.194,JuL30,1932,
p.242)。また,1オ ンス当 た りの 金 価 格 に つ いて は,1925-1932年の平 均 が8.495ラン ト(約4 .25
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ポ γ ド)で あ るの に対 し,金 本 位 制 離脱 後 の1933年 に は12.473ラン ト(約6.4ポ ン ド),1935年
14.206ラン ト(約7ポ ン ド),1939年15.433ラン ト(約7.7ポ ン ド)と 上 昇 して い る(星 ・林 〔1978〕,
136頁)。
⑲1930年 時 点 で,両 工場 を 合わ せ た生 産能 力 は年 産18万 トンで あ った が,恐 慌 時 の同 社 に 対 す る需
要 は2万 トンを下 回 るほ どで あ った.(Cartwright〔1964〕,p.198)。とは い え,政 治 的 に極 め て重 要
な位 置 に あ る農 民 に背 を 向 け,AE&1社 が 肥 料 事業 か ら撤 退 す る こ とは,対 南 ア ブ.リカ政 府 並び に
対ICI社 との 関 係 に お い て,政 治 的 ・経 済 的 に不 可 能 で もあ った(Reader〔1975〕,p.206)。
鋤 北 ロー デ シア で は,1920年代 末 に カバ ー ・ベ ル ト(CoPPerBelt).で銅 の富 鉱 が 発 見 され,銅 座 出
額 は1928年 の52万5360ボ ン.ドか ら1929年の70万3011ポ ン ドに 急増 し(SBSA株 主 総 会 報 告,
TheEconomist,Ju1.26,1930,'p.194),1929年か ら1931年に かけ ての3年 間 で も総 計200万 ポ ン
ドの銅 を産 出 して い る(SBSA株 主 総 会報 告:TheEconomist,Jul.30,1932,P.242)。
⑳ 「国際 爆 薬 カル テ ル」 に 基 づ くデ ュ ・ボ ン社 との連 繋 に よ り,1911年に爆 薬,薬 莱,化 学 製 品 企 業
数 社 を 参 加 に収 めた 持 株 会 社 カナ デ ィア ン ・エ クス プ ロー シ ヴズ社(CanadianExplosives,Ltd.)が
設 立 され,同 社 に 対 して カ ナ ダ及 び ニ ュー フ ァン ドラ ン ドにお け る特定 の爆 薬 ・化学 製 品 に 関す る非
排 他 的 な 特 許使 用権 とそ の 使 用料 無 償 の 特権 が 供与 され た(Reader〔1970〕,p.173,210;Taylor&
Sudnik〔1984〕,p.40)o'
働 ・デ ュ ・ボ ン社 の ラモ ・デ ュ ・ボ ン(LammotddPont)経 営 委 員 会議 長は,カ ナ ダの 少数 持 分 株
主 を 意 識 しつ つ,ICI社 とデ ュ ・ボ ン社 の 関 係 が続 く限 り,両 社 の 「カナ ダに お け る 産業 的 成 果 の媒
介 者」 と して の カナ デ ィア ン・・イ ン ダス トリー ズ社 の主 導 に よ って,同 国 に おけ る事 業活 動 を 推進 す
る 意思 を 表 明 して い る(Stocking&Watkins〔1947〕,fn.91)。
⑳ カナ ダに お け る多角 的 な 合弁 事 業 は,他 地 域 の モデ ル とな り うる ほ ど成 功を 収 め て お り,「1929年
特 許 ・製 法 協定 」締結 を契 機 に,各 地 で の合弁 事業 が一一`層積 極 的 な展 開を 示 す こ と とな る。 「CIL〔カ
ナ デ ィア ン ・イ ンダス トリ 一ーズ社 〕が 十 分 な利 益 が 得 られ る こ とを証 明 した た め,1930年代 初 頭 まで
に親 会 社 〔ICI社並 び に デ ュ ・ボ ン社〕 は,工 業化 の過 程 に 『第 一 歩を 踏 み 出す 』 べ く,類 似 した機
会 〔合弁 事 業〕に 関 して,他 の発 展途 上 諸 国 〔南 ア メ リカ〕な どの検 証 を 始 めた 」(TaylQr&Sudnik
〔1984〕,p.128)とo
⑭ カ ナ ダで の肥 料 消費:量は,1925年か ら1930年にか け て300%上 昇 し,22万トンに 達 してい る(Read・
er〔1975〕,p.214)。
鱒 世 界 大恐 慌 期 の カ ナ ダ経 済 につ い て は,Pomfret(1981),pp.183-188.邦訳,244-250頁で1930
年 代 に触 れ て い る。
㈱ カナ ダ市 場 に お け る イ ギ リス染 料 の シ ェア は,1917年 の35.2%か ら1927年に は ほぼ10分 の1の
3,4%に まで低 下 して お り,同 年,ア メ リカが55.4%,ド イ ツが27.1%,ス イ スが12.9%で あ り
(Reader〔1975〕,p.214),他国 に 大 き く水 を 開 け られ て い る。
⑳ 「1929年特 許 ・製 法協 定 」 に 先 立 つ 「1920年特許 ・製 法協 定」(ThePatentsandProcesses
Agreementof1920)によ り,南 ア メ リカは 旧 ノ ーベ ル ・イ ンダス ト リー ズ社 とデ ュ ・ポ ン社 の 排 他
的 領域 とな った が,チ リにつ いて は 「商 業 市 場」 と して の重 要 性 を有 す るが ゆ え に,1921年に 爆薬
製造 企 業CSAE社 が 設 立 され て い る(Reader〔1970〕,P.397;Taylor&Sudnik〔1984〕,P.121)。
㈱ チ リの場 合,南 ア メ リカ諸 国 に お い て最 も打撃 が 大 き く,1932年に は輸 出額 が1929年の12%以 下,
輸 入額 が 同年 の20%以 下 に ま で落 ち 込 ん でい る(中 川 ・他 〔1985〕,82頁)。
⑳ 一方,CSAE社 社 長(チ リ人)を 含め た チ リ側 には,競 争 企業 と の間 に いか な る協 定 を締 結 す る意 思
もな く,「チ リ法 人 〔CSAE社〕の利 害 は …ICI社 の広 範 な利害 の犠 牲 とな った 」(Reader〔1975〕,P.
221)として い る。
鱒19世 紀:央以降,鉄 道 敷 設 を対 象 と した イギ リス資 本 をは じめ ヨー ロ ヅパ資 本 や 工業 製 品,労 働 力 の
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流 入 が増 大 して,国 内市 場 も次 第 に 拡大 し,新 興 国 と し て 工 業化 炉 進 展 す る に 至 った(中 川 ・他
〔1985〕,278-280頁;細野 〔1983〕,8-42頁;大野 〔1965〕,219頁〔糸會 義 夫稿 〕)。ち な:みに,1900-
30年に か け て の就 業 構 造 は,工 業 部 門 が 労働 人 口の26%,サ ー ヴ ィス業38% ,農 牧 業36%で(Ferrer
〔1963〕・邦 訳 ・145一一146頁),第一 次 世 界 大 戦 期 以降 の工 業 生産 の成 長 率 は,1915-19年13%,1920-24
年49%,1925-29年32%であ った(Cueva〔1977〕,邦訳,156頁)。
鋤 ア ル ゼ ンチ ン もまた 世 界大 恐 慌 に よる衝 撃 は大 き く,1928年を100と した1930,31,32年の 主 要
経 済 指標 は,輸 出 が58・1,60・7,53・7,輸入 が88.3,61.7,43.9,新規総 固 定 資 本投 資 が96.3,58.9,
42・0と年 々低 下 して い る(佐 野 〔1986〕,表3-4,225頁)。 か か る逆 境を 打 開 す べ く,1933年に は 「ロ
ヵ=ラ ンシマ ン協 定〕(TheRoca-RuncimanAgreement)を締 結 し,イ ギ リス資 本へ の特 恵待 遇 を
許 す 一方,同 国 向け 農 畜産 物 輸 出 市場 を 確 保 し,さ らに輸 入制 限 に よ る保 護 の下 で輸 入代 替 工 業 化 を
促 進 す る こ と とな った(Cueva〔1977〕,邦訳,162-164頁;細野 〔1983〕,250-252頁)。但 し,第 一
次 世 界大 戦 前 か らす で に輸 入 代替 化 へ の 動 きは始 ま って お り,1918年か ら1923年にか け て 数 種 の 保
護 的関 税 が 設 定 され,戦 後 恐慌 期 に は強 力 な 利 益集 団 た る ア ルゼ ンチ ン工 業 連 盟(Uni6nIndustrial
Argentina)やア ル ゼ ンチ ン農 牧 協会(SociedadRura1'Argentina)から も国 内製 造 業 の 保護 政 策
を 要 求 す る声 が 上 が ってい る(佐 野 .〔1986〕,53-60頁)。
なお,輸 入 代 替 工業 化 を 中心 と した大 恐慌 期 の経 済 政 策 な ど両 大 戦 間 期 の ア ル ゼ ンチ ン経 済 につ い
ては,暁rrer(1963),邦訳,169-224頁;佐野(1986),第2章(但 し1920年代 まで)を 参 照。'
(32デ ュ ・ボ ン社 の 投 資 に と って アル ゼ ンチ ンは 「"特別 好 都 合 な"環 境 〔で あ り〕1アル ゼ・ンチ ン の将
来 と と もにあ る最高 の 化学 会 社 は,現 地 生 産 に投 資 す る会 社 で あ ろ う」(Tay藍or&Sudnik〔1984ゴ,
p.13のと並 々な らぬ 投資 意 欲 をみ せ てい た。
㈱ .1925年に,ノ ー ベル ・イ ンダ ス トリー ズ社 とデ ュ ・ボ ン社 が有 す る商業 用爆 薬 市 場 に ドイツ爆 薬 企
業 デ ィナ ミッ ト社(DynamitAG,IGフ ァル ペン社 系)が 親規 参 入 して きた こ とか ら,3社 の間 に
「国 際爆 薬 カ ル テル」が 拡充 され,南 ア メ リカに つい て は.その 共 同市 場 に な る と と もに,3社 の 出資 に
よ る爆 薬 販 売 会 社 エ ス ク ス プ ロ ー シヴ ズ ・イ ンダ ス トリー ズ社 が 設 立 され,チ リを除 く南 ア メ リカに
お け る爆 薬 販売 を損 うこ とζ な ったが,1939年 に はICI社 の完 全 な子 会社 とな ってい る(Taylor
&Sudnik〔1984〕,p.114,121;Reader〔1970〕,pp.409-411;Reader〔1975〕,p.38,222)。
鋤 デ ュ ・ボ ン社 も小 規 模 な が らデ ュ ・ボ ン ・ ド ・ブ ラ ジル 社(DuPontdoBrasil)によ り染料 ・染
料 関 連 製 品,透 明 セ ル ロ ー ス ・フ ィル ム,完 成 品 を販売 してい た(Reader〔1975〕,p.226)。
鱒 ブ ラ ジル の経 済は,コ ー ヒーを 中心 とした 一'次産品 輸 出に 多 大 に依 存 し て い た が,そ の輸 出 も世
界 大恐 慌 に よ って1929年の9500万 ポン ドか ら翌1930年 に は6600万ポ ン ドに激 落 し,同 時 に資 木 逃
避 の増 大 と外 国 資本 流 入 の停 止 に よ って 資 本 移動 が 逆 流 す る な ど,従 来 の 構 造 が 崩 壊 し,「 民族 工
業 ブル ジ ョワジ ー」(thenationalindustrialbourgeoisie)の台 頭 を許 す こ と と な った(Frank
〔1967〕,pp.174-175.邦訳,179-180頁)。そ の過 程 で登 場 した ヴ ァル ガ ス(G.D.Vargas)大統 領 の
下 で・ 輸 入制 限 や す で に一・定 の発 展 を遂 げ て い た工 業 部 門の 輸 入 代 替 工 業 へ の転 換 が 行わ れ た(細
野 〔1983〕,255-257頁)。国 内金 融 へ の 依存 と帝 国主 義 中枢 か らの 相対 的 孤 立が む しろ ブ ラジ ル工 業
製 品 の価 格上 昇 と需 要 増 大 を もた ら し,工 業 生 産 は1929-1937年にお よそ50%,あ るいは1931-1938
年 に100%も 上 昇 した とされ て い る(Frank〔1967〕,pp.175-176.邦訳,180-181頁)。
働 杉 崎 京太 教授 は,「 現地 定 着 化 … の大 きな 要 因 が,ナ シ ョナ リズ ムの昂 揚 にあ った こ とは否 め な い 。
しか し,企 業 の側 の主 体 的 選 択 が あ った こ と も また 確 か 」(杉 崎 〔1984〕,137:頁)であ る と,そ の 両
面 を強 調 して い るが,国 際 カ ルテ ルや 輸 出 の動 向 と現 地 生 産 を 関 連づ け ては い な い。
勧 む しろ染 料 な どは例 外 的 で,「国際 染 料 カル テ ル」や 「オ タ ワ協 定 」に.よって輸 出を 倍増 させ て い る
(松田 〔1996〕,表3参照)。
な お,佐 伯 尤 教 授 も叙 述 す る よ うに(佐 伯 〔1974〕,33頁),資料 的制 約 か らICI社 の輸 出が 現
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地生産に よって どの程度 代替 された のかは不 明である。 とはいえ,松 田(1996),表3ない し4と 本
稿,表4を 比較すれ ば,現 地生産を含むICI社 の海外売上の増加 を相殺 しても,余 りあ るほ どイギ
リス化学製品輸出(ICI社はその2分 の1程 度を占めていると推測 され る)の伸 び悩みがみ られ,現
地生産の増加に よって輸出が低迷 した とは把握 しがたい点がある。
B9イ ギ リス経済の プPッ ク化は,経 済的のみ な らず 「政治的戦略的意義」(森 〔1975〕,221頁)をも
帯びていた。 この点については,森 恒夫教授の所 説に多 く学 んでいるが,詳 細 に つ い て は,森
(1975),・216-228頁を参照 のこ と。
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